
【資産の部】 【負債の部】

【純資産の部】

　当社の財務戦略は、下記の3つの要素に着眼して進めてまいります。

❶事業の収益性向上  ❷バランスシートの最適化  ❸資本の効率性

❶につきましては、引き続き百貨店および関連事業の経費を科学的視点でコントロールするとともに、営業外収支の改

善も進めてまいります。❷および❸に関しては、バランスシートを意識した経営への転換として、より具体的な政策の実

行を進めてまいります。

CFOメッセージ

　効率性、健全性の面から適切なバランスシートの実現

を志向し、保有資産の圧縮・効率化や有利子負債コント

ロールを継続して行ってまいります。成長投資について

も、効果と効率を厳しく検証しながら、機会を模索いたし

ます。また、適切な規模の株主還元に向け、新たに総還元

性向50％を意識するとともに、2022年度の年間配当を、

新型コロナウイルス感染拡大前の水準である1株12円を

上回る1株14円としました。今後も、利益成長に合わせた

増配を中心に、株主還元の拡大を検討してまいります。

今後、事業による利益の拡大と連動したバランスシート

コントロールを、財務健全性にも目配りしながら進め、連

結ROEが継続的に株主資本コストを上回る状態を目指

してまいります。

　当社グループの2022年度は、「百貨店の科学」による

収支構造改革、“高感度上質”戦略、“個客とつながる”CRM

戦略が実効性を伴って力強く進捗し、連結営業利益は新

型コロナウイルス感染拡大前の2018年度を上回る296

億円と、期初計画を大きく上回る水準となりました。ま

た、財務KPIとして掲げている連結ROEは、中期経営計

画最終年度（2024年度）の計画値5.3％を前倒しで達成

する6.1％となりました。

　今後の財務政策では、変化する経営環境に対応して、

「事業の収益性向上」「バランスシートの最適化」「資本の

効率性」という3つの要素を、おのおのが独立した項目で

はなく相互に関連したものとして取り組み、さらなる企

業価値の向上を図ってまいります。あわせて、中長期の

投資に向けた余力を確保しながら、株主還元、有利子負

債削減、収益に貢献する投資をバランスよく実施いたし

ます。これらを通じて、フローとストックの観点でも最適

な財務基盤を構築し、全てのステークホルダーと良好な

関係を築く企業活動につなげてまいります。 　現中期経営計画の「再生フェーズ」および次期中期経営計画から始まる「展開（まち化「準備」）フェーズ」で獲得する

キャッシュを将来の“まち化”投資に充当するとともに、それでも生まれるアローワンスについては、足元の新規成長投資

やさらなる株主還元に配分してまいります。“まち化”につながるコンテンツ・インフラへの投資やその他の投資を定量・

定性基準で適切に評価し、株主還元とのバランスをとりながら進めてまいります。

財務戦略の3つの要素

バランスシートを意識した経営へ

（単位：億円）

当初計画
（2021年11月開示） 2022年度 2023年度 2024年度

2024年度

実績 前年差 計画 前年差 計画 前年差 当初計画差

総額売上高 11,100 10,884 +1,763 11,400 ＋515 11,800 ＋400 ＋700

販売管理費 2,750 2,569 +191 2,660 ＋90 2,730 ＋70 △20

①営業利益 350 296 +236 350 ＋53 400 ＋50 ＋50

①当期純利益 280 323 +200 280 △43 330 ＋50 ＋50

② ROE 5.3% 6.1% ＋3.7% 5.0% △1.1% 5.7% ＋0.7% ＋0.4%

財務 KPI

戦略フェーズとキャッシュアロケーション計画

安 定 した 財 務 基 盤 を
維 持 しな が ら 、
将 来 の 成 長 投 資 も 見 据 え た
資 本 政 策 を 進 め 、
企 業 価 値 の 向 上 に
努 め てま いりま す 。

取締役 執行役常務 CSDO 兼 CFO

牧野 欣功

①営業利益 ･当期純利益
【2023年度】 営業利益は、統合後最高利益346億円を超え､当初2024年度計画350億円を前倒しで計画化

当期純利益は、2022年度の税効果会計の影響により一時的に減益
【2024年度】 営業利益を、当初計画50億円増の400億円に上方修正。加えて、当期純利益も当初計画50億円増の330億円に上方修正

②ROE：ROEは2023年度に5.0%、2024年度に5.7%を見込むも､今後の資本政策により機動的に対応

2022年度の振り返りと
今後の財務政策の方向性  

政策的配分

配分①
・“まち化”につながる成長投資
・その他の新規成長投資

配分② さらなる株主還元拡大

アローワンス
18～30％

安定的配当
10～12％

直近10年で拠出する
不動産開発投資

25～30％

通常投資
35～40％

2023年度～10ヶ年
キャッシュアロケーション計画

従来の安定的配当にとどまらず
株主還元を強化

継続検討 継続検討

今回方針変更

継続

継続

進化

現預金の保有方針 負債調達手法のバランス

総還元性向 50％を意識した
株主還元拡大

財務健全性への目配り

保有資産の圧縮 ･ 効率化

新規成長投資機会の探索

投資基準の明確化 ･ 厳格化

事業別 ROA・ROIC の視点

※2023年度の計画値を総額売上高11,550億円、営業利益380億円、経常利益400億円、当期純利益300億円へ上方修正していますが（2024年3月期第1四半期決算発表時点）、
　全体数値の整合性をとるため、本レポート上は2023年5月9日発表時点の年度計画数値を記載しています
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